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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間等に係る主要な連結経営指標等

の推移については記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

４ 潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については記載しておりませ

ん。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第30期

第３四半期 

累計期間

第31期

第３四半期 

累計期間

第30期

第３四半期 

会計期間

第31期

第３四半期 

会計期間

第30期

会計期間
自 平成20年４月１日

至 平成20年12月31日

自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日

自 平成20年10月１日

至 平成20年12月31日

自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日

売上高 （千円） 3,359,109 3,599,656 1,530,925 1,663,345 4,546,517

経常利益 （千円） 683,497 734,092 499,724 540,584 865,348

四半期（当期）純利益 （千円） 317,657 373,392 244,102 298,160 423,382

持分法を適用した場合の 
投資利益

（千円） － － － － －

資本金 （千円） － － 387,800 387,800 387,800

発行済株式総数 （株） － － 7,950,000 7,950,000 7,950,000

純資産額 （千円） － － 4,152,337 4,529,657 4,255,526

総資産額 （千円） － － 5,177,705 5,657,964 5,417,421

１株当たり純資産額 （円） － － 522.45 569.92 535.43

１株当たり四半期（当期） 
純利益

（円） 39.97 46.98 30.71 37.51 53.27

潜在株式調整後１株当た 
り四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － － 15.00

自己資本比率 （％） － － 80.2 80.1 78.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） 288,233 317,713 － － 566,463

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △92,571 △212,843 － － △120,393

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △111,071 △119,855 － － △111,260

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高

（千円） － － 1,282,228 1,517,462 1,532,447

従業員数 （名） － － 202 221 201
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当第３四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

  

該当事項はありません。 

  

提出会社の状況 

平成21年12月31日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員を示しております。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 221
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当第３四半期会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) 上記金額は「生産本数×代理店納入価」により算出しており、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期会計期間における商品仕入実績は、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記金額は実際仕入額であり、消費税等は含まれておりません。 

２ 商品の主な内容は、美容室で利用されるＤＭやチラシ等の販促物のほか、美容器具、施術時に使用する 

小物品等であります。 

  

製品の製造において、一部を外注に依存しております。 

当第３四半期会計期間における外注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 
（注） 上記金額は外注加工費であり、消費税等は含まれておりません。 

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

トイレタリー 700,566 108.1

整髪料 210,331 149.0

カラー剤 88,128 39.6

育毛剤 53,140 121.2

パーマ剤 44,065 109.6

合計 1,096,233 100.1

(2) 商品仕入実績

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

商品 36,611 135.5

合計 36,611 135.5

(3) 外注実績

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

トイレタリー 1,903 96.9

整髪料 33,810 354.8

カラー剤 18,330 40.4

育毛剤 9,293 242.3

パーマ剤 247 4.3

合計 63,584 95.7
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当第３四半期会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 総販売実績のうち輸出高は、16,816千円（総販売実績に占める割合1.0％）であります。 

３ 総販売実績に対する売上高の割合が10％を超える販売先はありません。 

４ 商品の主な内容は、美容室で利用されるＤＭやチラシ等の販促物のほか、美容器具、施術時に使用する 

小物品等であります。 

５ 受取販売手数料は、美容室等の店舗増改築及び美容室専用の集客支援ソフト推進による業者等から受け 

取る紹介手数料等であります。 

  

当第３四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

  

当第３四半期会計期間おいて、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成22年２月８日）現在において当社が判断し

たものであります。 

当第３四半期会計期間における我が国経済は、新興国の経済回復を足がかりに生産や輸出に一部、持

ち直しの兆しが見受けられるものの、為替の変動やデフレ懸念、不安定な雇用情勢、設備投資の抑制

等、依然として厳しい状況で推移し、企業経営を取り巻く環境も引き続き先行き楽観できない状況にあ

ります。 

美容業界におきましては、美容室間の顧客獲得競争が引き続き展開されるとともに、景気低迷の影響

から顧客の来店サイクルの長期化や来店客数の減少、客単価の下落など美容室経営にとって厳しい状況

が続いております。 

このような状況の中、当社では「美容室の繁栄」と「美容業界の近代化（改革）」という基本理念、

そしてこれらを具体化した美容室への「コンサルティング・セールス」と「旬報店システム」が、現在

のような経済情勢のときこそ求められ大きな力を発揮するものととらえております。技術的な側面だけ

でなく、店販の推進や毛髪のカウンセリングの徹底など、付加価値を高めることで美容室が安定的に成

長できるような提案を行っております。 

(4) 販売実績

区分 金額(千円) 前年同四半期比(％)

製品

トイレタリー 1,045,514 109.8

整髪料 327,797 105.4

カラー剤 122,595 110.9

育毛剤 71,140 112.2

パーマ剤 52,612 96.6

小計 1,619,660 108.6

商品 40,467 120.4

受取販売手数料 3,217 53.2

合計 1,663,345 108.6

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析
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当第３四半期会計期間におきましては、例年11月と12月の２ヵ月にわたって行う「コタ全国店販コン

クール」での販売実績が計画に達するとともに、それに伴いトイレタリー（シャンプー、トリートメン

ト）の販売が堅調に推移しました。 

費用につきましては、販促費や労務費、人件費等の固定費が増加した結果、第３四半期会計期間では

前年同四半期に比べ売上原価が11.8％増の442百万円、販売費及び一般管理費が7.8％増の687百万円と

なりました。 

これらの結果、当第３四半期会計期間の業績は、売上高は1,663百万円（前年同四半期比8.6％増）、

営業利益は532百万円（前年同四半期比7.2％増）、経常利益は540百万円（前年同四半期比8.2％増）、

四半期純利益は298百万円（前年同四半期比22.1％増）となりました。 

なお、分類別売上高は次のとおりであります。 

① トイレタリー 

「コタ全国店販コンクール」向けの販売を中心に実績を伸ばし、当第３四半期会計期間売上高は

1,045百万円（前年同四半期比9.8％増）となりました。 

② 整髪料 

「コタ全国店販コンクール」の開催により、新製品「フェアルシア」と既存品「キュアデュ」シリー

ズの販売が堅調に推移し、当第３四半期会計期間売上高は327百万円（前年同四半期比5.4％増）となり

ました。 

③ カラー剤 

主力である「グラフィカ」を中心に拡販に努めた結果、当第３四半期会計期間売上高は122百万円

（前年同四半期比10.9％増）となりました。 

④ 育毛剤 

「コタ セラ」シリーズの販売が「コタ全国店販コンクール」の開催で堅調に推移し、当第３四半期

会計期間売上高は71百万円（前年同四半期比12.2％増）となりました。 

⑤ パーマ剤 

メニュー提案等を引き続き推進しておりますが、状況は引き続き厳しく、当第３四半期会計期間売上

高は52百万円（前年同四半期比3.4％減）となりました。 

⑥ 商品・受取販売手数料 

美容室のオープンや改装等に伴う器具販売等が堅調であり、当第３四半期会計期間の売上高は43百万

円（前年同四半期比10.2％増）となりました。 

  

（総資産） 

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末から240百万円増加し、5,657百万円となりまし

た。 

主な要因としては、たな卸資産152百万円、有形固定資産137百万円が増加した一方で、売掛金38百万

円、有価証券29百万円が減少したことによるものであります。 

（負債） 

当第３四半期会計期間末の負債は、前事業年度末から33百万円減少し、1,128百万円となりました。 

主な要因としては、販売奨励引当金152百万円が増加した一方で、賞与引当金61百万円及び未払金

（その他流動負債）206百万円が減少したことによるものであります。 

(2) 財政状態の分析
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（純資産） 

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末から274百万円増加し、4,529百万円となりまし

た。 

主な要因としては、利益剰余金254百万円の増加によるものであります。自己資本比率は、前事業年

度末の78.6％から1.5ポイント上昇し、80.1％となりました。 

  

当第３四半期会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期会計期間末よ

り318百万円増加し、1,517百万円（前年同四半期比235百万円増）となりました。 

当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

① 営業活動によるキャッシュ・フローは、289百万円（前年同四半期は207百万円）となりました。

収入の主な要因としては、税引前四半期純利益513百万円、販売奨励引当金の増加（その他の引

当金の増減額）84百万円及びたな卸資産の減少73百万円などであり、支出の主な要因としては、売

上債権の増加352百万円、法人税等の支払い91百万円などであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フローは、29百万円（前年同四半期は△17百万円）となりました。

収入の主な要因としては、投資有価証券の売却による収入50百万円などであり、支出の主な要因

としては、無形固定資産の取得による支出（その他）10百万円などであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フローは、△411千円（前年同四半期は△133千円）となりました。

これは、配当金の支払いによるものであります。 

  

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

当第３四半期会計期間における当社が支出した研究開発費の総額は49,649千円であります。 

当第３四半期会計期間における研究開発活動の状況及びその成果は、次のとおりであります。 

① 製品開発 

ａ）ヘアカラー部門 

ファッションカラーが中明度から高明度に戻りつつある中、需要の多いベージュ系の２ライン、

「オークルベージュ」４色及び「アッシュベージュ」４色の計８色を開発いたしました。「グラフ

ィカ」の特徴である、彩度毎にゾーン分けすることにより、彩度の違いを判りやすくしたゾーンコ

ンシャス、色彩学に基づいたカウンセリング法でカラー提案をするコンポジットカラー、染料の浸

透性を向上させるＡＬＣ処方をベースに、ホームカラーとの差別化、他店との差別化が図れるヘア

カラーに創り上げました。 

ｂ）整髪剤部門 

毛髪内部から表面まで細部にゆき届くケアのための「ベースコンディションづくり」と「集中補

修」をコンセプトに軟毛から硬毛まであらゆる髪に対応できる洗い流さないトリートメント「フェ

アルシア プレシャス シャワー アクア」「フェアルシア プレシャス エッセンス シルキー」「フ

ェアルシア プレシャス エッセンス モイスチャー」を開発いたしました。 

(3) キャッシュ・フローの状況

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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② 基礎研究 

現在の基礎研究の課題は下記の３点に重点をおいて研究しております。 

ａ）新規還元剤を含めた還元剤の特徴及び効果、ダメージ等の影響 

ｂ）パーマ処理前のタンパク質処理における毛髪内部微細構造変化の解明 

ｃ）成分粒子の大きさ（ナノ粒子）による育毛効果及び毛髪内部への影響 

なお、上記の研究は外部研究機関、大学の協力を得ながら行っています。 

  

① 経営成績に重要な影響を与える要因 

当社を取り巻く事業環境は、顧客獲得競争がさらに激しくなるなど非常に厳しい状況であり、既存

取引先との継続取引を安定的なものとするため、顧客ニーズに合致した製品開発に注力することはも

ちろん、当社独自の「旬報店システム」を中心としたソフト面での付加価値を高めることにより差別

化を図ることが重要であり、旬報店軒数の増減は売上高に影響を及ぼすと考えております。 

② 経営戦略の現状と見通し 

今後、美容業界を取り巻く環境としては、世界的な景気悪化の影響もあり、美容室をはじめメーカ

ー各社や販売代理店の経営状況にも大きな影響が及ぶものと考えられます。 

このような環境のもと、当社の基本的な営業スタイルである提案営業（コンサルティング・セール

ス）が、今後も大きな力を発揮し、顧客からの信頼をさらに高め、当社の優位性をより強めることが

できるものと考えております。 

具体的には、研修施設の設置等、より充実した営業体制の強化を予定しております。 

また、営業活動の柱となる「旬報店システム」については、「Ｗｅｂ旬報店システム」の導入店の

拡大を図るとともに、既存旬報店の経営体質の強化とフォロー活動ならびに新規旬報店の開拓にも注

力し、当期末の目標とする旬報店軒数（1,150軒）の達成に向け、取り組んでまいります。 

さらに、新製品につきましては、整髪料「フェアルシア」シリーズ（全12種類）の発売を予定して

おり、すでにヘアスプレー（５種類）につきましては５月に、ワックス（４種類）につきましては８

月に発売いたしました。残る３種類につきましても２月に発売予定であり、さらなる拡販へ向け取り

組む所存であります。 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し
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当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、第２四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。 

また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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（注）平成21年11月６日開催の取締役会決議により、平成22年１月４日付で単元株式数を500株から100株に変更して

おります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株)

(平成21年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年２月８日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 7,950,000 7,950,000
大阪証券取引所 

(市場第二部)

単元株式数は500株

であります。

計 7,950,000 7,950,000 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額(千円)

資本準備金

残高(千円)

平成21年12月31日 － 7,950,000 － 387,800 － 330,800

(5) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

平成21年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式500株（議決権１個）が含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が106株含まれております。 

  

平成21年９月30日現在 

 
  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものです。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－ －
普通株式 2,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,946,500 15,893 (注１)

単元未満株式 普通株式 1,500 － (注２)

発行済株式総数 7,950,000 － －

総株主の議決権 － 15,893 －

② 【自己株式等】

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数
(株)

他人名義

所有株式数
(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

コタ株式会社
京都府久世郡久御山町田井
新荒見77

2,000 － 2,000 0.0

計 － 2,000 － 2,000 0.0

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 740 724 749 740 742 730 723 711 728

最低(円) 705 702 710 717 717 710 700 693 705

３ 【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３

四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４

月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で）に係る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）

及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表につい

て、監査法人和宏事務所により四半期レビューを受けております。 

  

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 四半期連結財務諸表について
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１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円) 

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 393,806 379,749 

受取手形 37,808 19,721 

売掛金 860,128 898,880 

有価証券 1,123,656 1,152,698 

商品及び製品 471,835 378,141 

仕掛品 20,864 4,242 

原材料及び貯蔵品 168,515 126,227 

その他 123,592 75,826 

貸倒引当金 △813 △600 

流動資産合計 3,199,394 3,034,887 

固定資産 

有形固定資産 

建物（純額） 601,818 654,638 

土地 1,104,273 901,739 

その他（純額） 165,687 178,152 

有形固定資産合計 ※１ 1,871,779 ※１ 1,734,530 

無形固定資産 38,723 31,291 

投資その他の資産 

投資有価証券 226,335 241,005 

その他 321,731 375,706 

投資その他の資産合計 548,067 616,711 

固定資産合計 2,458,570 2,382,534 

資産合計 5,657,964 5,417,421 

負債の部 

流動負債 

買掛金 115,404 87,735 

未払法人税等 233,500 280,000 

賞与引当金 － 61,981 

役員賞与引当金 15,435 － 

販売奨励引当金 157,322 5,114 

その他 198,347 344,576 

流動負債合計 720,008 779,407 

固定負債 

役員退職慰労引当金 321,711 301,160 

長期預り保証金 86,587 81,327 

固定負債合計 408,298 382,487 

負債合計 1,128,307 1,161,894 
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(単位：千円) 

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

純資産の部 

株主資本 

資本金 387,800 387,800 

資本剰余金 330,800 330,800 

利益剰余金 3,801,082 3,546,908 

自己株式 △1,115 △1,115 

株主資本合計 4,518,567 4,264,392 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 11,090 △8,866 

評価・換算差額等合計 11,090 △8,866 

純資産合計 4,529,657 4,255,526 

負債純資産合計 5,657,964 5,417,421 
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(2) 【四半期損益計算書】
 【第３四半期累計期間】

(単位：千円) 

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

売上高 3,359,109 3,599,656 

売上原価 894,489 986,822 

売上総利益 2,464,620 2,612,833 

販売費及び一般管理費 ※１ 1,789,906 ※１ 1,883,870 

営業利益 674,713 728,962 

営業外収益 

受取利息 940 921 

有価証券利息 5,062 1,960 

受取配当金 2,419 3,362 

投資有価証券売却益 － 5,520 

賃貸収入 － 2,243 

その他 8,482 4,208 

営業外収益合計 16,905 18,217 

営業外費用 

投資有価証券売却損 － 3,555 

たな卸資産廃棄損 6,156 4,399 

賃貸費用 1,464 1,135 

その他 501 3,996 

営業外費用合計 8,121 13,087 

経常利益 683,497 734,092 

特別利益 

その他 － 25,307 

特別利益合計 － 25,307 

特別損失 

固定資産売却損 － 12,657 

固定資産除却損 578 4,243 

投資有価証券評価損 128,455 238 

減損損失 － 85,450 

その他 － 17,999 

特別損失合計 129,034 120,589 

税引前四半期純利益 554,462 638,810 

法人税、住民税及び事業税 322,557 320,212 

法人税等調整額 △85,751 △54,794 

法人税等合計 236,805 265,417 

四半期純利益 317,657 373,392 
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 【第３四半期会計期間】
(単位：千円) 

前第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

売上高 1,530,925 1,663,345 

売上原価 395,903 442,767 

売上総利益 1,135,022 1,220,578 

販売費及び一般管理費 ※１ 637,873 ※１ 687,644 

営業利益 497,148 532,933 

営業外収益 

受取利息 349 250 

有価証券利息 1,404 606 

受取配当金 740 1,641 

投資有価証券売却益 － 5,520 

賃貸収入 － 747 

その他 2,416 2,225 

営業外収益合計 4,910 10,991 

営業外費用 

たな卸資産廃棄損 1,615 924 

賃貸費用 382 169 

その他 337 2,246 

営業外費用合計 2,334 3,340 

経常利益 499,724 540,584 

特別利益 

貸倒引当金戻入額 △239 △145 

その他 － 7,870 

特別利益合計 △239 7,725 

特別損失 

固定資産売却損 － 12,657 

固定資産除却損 145 4,007 

投資有価証券評価損 71,519 102 

その他 － 17,816 

特別損失合計 71,665 34,584 

税引前四半期純利益 427,819 513,725 

法人税、住民税及び事業税 227,221 228,229 

法人税等調整額 △43,505 △12,664 

法人税等合計 183,716 215,564 

四半期純利益 244,102 298,160 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円) 

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前四半期純利益 554,462 638,810 

減価償却費 120,075 108,509 

減損損失 － 85,450 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 149 213 

賞与引当金の増減額（△は減少） △55,722 △61,981 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 16,861 15,435 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 35,761 20,551 

その他の引当金の増減額（△は減少） 141,490 152,208 

受取利息及び受取配当金 △8,422 △6,244 

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,965 

投資有価証券評価損益（△は益） 128,455 238 

有形固定資産売却損益（△は益） － 12,657 

売上債権の増減額（△は増加） 28,659 20,563 

たな卸資産の増減額（△は増加） △137,537 △152,603 

仕入債務の増減額（△は減少） △27,672 27,668 

その他の流動負債の増減額（△は減少） △152,616 － 

その他 △24,376 △181,278 

小計 619,568 678,232 

利息及び配当金の受取額 8,422 6,193 

法人税等の支払額 △339,757 △366,712 

営業活動によるキャッシュ・フロー 288,233 317,713 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の払戻による収入 － 100,000 

有形固定資産の取得による支出 △63,722 △332,269 

有形固定資産の売却による収入 － 6,967 

投資有価証券の取得による支出 △59,173 △1,180 

投資有価証券の売却による収入 8,300 50,435 

投資有価証券の償還による収入 30,000 603 

その他 △7,975 △37,400 

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,571 △212,843 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

自己株式の取得による支出 △281 － 

配当金の支払額 △110,789 △119,855 

財務活動によるキャッシュ・フロー △111,071 △119,855 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 84,591 △14,984 

現金及び現金同等物の期首残高 1,197,637 1,532,447 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,282,228 ※１ 1,517,462 
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該当事項はありません。 

  

当第３四半期累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

 
  

 
  

 
  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間

(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

（四半期損益計算書関係）

 前第３四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「投資有価証券売却益」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、当第３四半期累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半

期累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「投資有価証券売却益」は1,942千円であります。

 前第３四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「賃貸収入」は、営業外収益総額の100

分の20を超えたため、当第３四半期累計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半期累計期間

の営業外収益の「その他」に含まれる「賃貸収入」は2,648千円であります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 前第３四半期累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」における「その他の流動負債の増減額

（△は減少）」を区分掲記しておりましたが、当第３四半期累計期間においては区分掲記すべき重要性の乏しさか

ら「その他」に含めることとしております。なお、当第３四半期累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に含まれる「その他の流動負債の増減額（△は減少）」は△159,841千円であります。

当第３四半期会計期間

(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)

（四半期損益計算書関係）

 前第３四半期会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「投資有価証券売却益」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、当第３四半期会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半

期会計期間の営業外収益の「その他」に含まれている「投資有価証券売却益」は1,000千円であります。

 前第３四半期会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「賃貸収入」は、営業外収益総額の100

分の20を超えたため、当第３四半期会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四半期会計期間

の営業外収益の「その他」に含まれている「賃貸収入」は882千円であります。

【簡便な会計処理】

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

１ たな卸資産の評価方法

当第３四半期会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前会計年度末の実地たな卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

２ 法人税等の算定基準

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。
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当第３四半期累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

 
  

 
  

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末

(平成21年12月31日)

前事業年度末

(平成21年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,057,528千円

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

995,790千円

(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間

(自 平成20年４月１日

 至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給与及び手当 615,827千円

販売奨励金 153,207千円

販売促進費 132,450千円

旅費交通費 118,917千円

減価償却費 89,224千円

役員退職慰労引当金繰入額 35,761千円

 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給与及び手当 506,939千円

賞与引当金繰入額 165,862千円

販売奨励金 166,255千円

販売促進費 134,883千円

旅費交通費 113,783千円

不動産賃借料 61,224千円

減価償却費 68,678千円

役員退職慰労引当金繰入額 37,721千円

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間

(自 平成20年10月１日

 至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間

(自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給与及び手当 262,038千円

販売奨励金 79,679千円

販売促進費 54,455千円

旅費交通費 39,324千円

減価償却費 31,071千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,919千円

 

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給与及び手当 164,495千円

賞与引当金繰入額 51,668千円

販売奨励金 85,399千円

販売促進費 63,566千円

旅費交通費 39,910千円

不動産賃借料 20,963千円

減価償却費 22,802千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,759千円

－19－



  

 
  

  

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間

(自 平成20年４月１日

 至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 

現金及び預金勘定 517,834千円

有価証券勘定 764,393千円

現金及び現金同等物 1,282,228千円

  

現金及び預金勘定 393,806千円

有価証券勘定 1,123,656千円

現金及び現金同等物 1,517,462千円

(株主資本等関係)

株式の種類 当第３四半期会計期間末

 普通株式(株) 7,950,000

株式の種類 当第３四半期会計期間末

 普通株式(株) 2,106

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年6月23日 
定時株主総会

普通株式 119,218 15 平成21年３月31日 平成21年６月24日 利益剰余金
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当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 当第３四半期会計期間末において、その他有価証券で時価のある有価証券については102千円の減損処理を行っ

ており、減損後の金額を取得原価としております。 

なお、減損処理にあたっては、四半期会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行っております。 

  

  

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

当社には関連会社がないため、持分法を適用した該当事項はありません。 

  

  

１．１株当たりの純資産額 

 
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

(有価証券関係)

区分
取得原価

(千円)

四半期貸借対照表計上額

(千円)

差額

(千円)

 株式 46,717 44,232 △2,484

 非上場外国債券 57,303 81,789 24,486

 その他 20,526 17,120 △3,405

合計 124,547 143,142 18,595

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(持分法損益等)

(１株当たり情報)

当第３四半期会計期間末

(平成21年12月31日)

前事業年度末

(平成21年３月31日)

 
１株当たり純資産額 569円92銭

 
１株当たり純資産額 535円43銭

項目
当第３四半期会計期間末

(平成21年12月31日)

前事業年度末

(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 4,529,657 4,255,526

普通株式に係る純資産額（千円） 4,529,657 4,255,526

差額の主な内訳（千円） － －

普通株式の発行済株式数（株） 7,950,000 7,950,000

普通株式の自己株式数（株） 2,106 2,106

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数の数（株）

7,947,894 7,947,894
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２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第３四半期累計期間 

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 ２．１株当たり四半期純利益算定上の基礎 

 
  

第３四半期会計期間 

 
(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり四半期純利益算定上の基礎 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

前第３四半期累計期間

(自 平成20年４月１日

 至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日)

 

１株当たり四半期純利益 39円97銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －
 

１株当たり四半期純利益 46円98銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

項目

前第３四半期累計期間

(自 平成20年４月１日

至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間

(自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 317,657 373,392

普通株式に係る四半期純利益（千円） 317,657 373,392

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 7,947,937 7,947,894

前第３四半期会計期間

(自 平成20年10月１日

 至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間

(自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日)

 

１株当たり四半期純利益 30円71銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －
 

１株当たり四半期純利益 37円51銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

項目

前第３四半期会計期間

(自 平成20年10月１日

至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間

(自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日)

 四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 244,102 298,160

 普通株式に係る四半期純利益（千円） 244,102 298,160

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式の期中平均株式数（株） 7,947,894 7,947,894

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年２月10日

コタ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

タ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第30期事業年度の第３四半期会計期間(平成20

年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、コタ株式会社の平成20年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人和宏事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    高    木    快    雄    印

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    南         幸    治    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



  

平成22年２月４日

コタ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコ

タ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第31期事業年度の第３四半期会計期間(平成21

年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロ

ー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、コタ株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人和宏事務所

代表社員 
業務執行社員

公認会計士    大    嶋       豊      印

業務執行社員 公認会計士    坂    本    恒    夫    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。



 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成22年２月８日

【会社名】 コタ株式会社

【英訳名】 COTA CO.，LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  小 田 博 英

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし

【本店の所在の場所】 京都府久世郡久御山町田井新荒見77番地

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号)



当社代表取締役社長小田博英は、当社の第31期第３四半期(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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